
○健康増進法 (平成１４年法律第１０３号 平成１５年５月１日施行）抜粋

(都道府県による専門的な栄養指導その他の保健指導の実施)

第１８条 都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、次に掲げる業務を行うものとす

る。

一 住民の健康の増進を図るために必要な栄養指導その他の保健指導のうち、特に専門

的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

二 特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設に対し、栄養管理の実施に

ついて必要な指導及び助言を行うこと。

三 前二号の業務に付随する業務を行うこと。

２ 都道府県は、前条の規定により市町村が行う業務の実施に関し、市町村相互間の連絡

調整を行い、及び市町村の求めに応じ、その設置する保健所による技術的事項について

の協力その他当該市町村に対する必要な援助を行うものとする。

(栄養指導員)

第１９条 都道府県知事は、前条第１項に規定する業務(同項第一号及び第三号に掲げる

業務については、栄養指導に係るものに限る。)を行う者として、医師又は管理栄養士

の資格を有する都道府県、保健所を設置する市又は特別区の職員のうちから、栄養指導

員を命ずるものとする。

(特定給食施設の届出)

第２０条 特定給食施設(特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設のうち

ち栄養管理が必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。)を設置

した者は、その事業の開始の日から一月以内に、その施設の所在地の都道府県知事に、

厚生労働省令で定める事項を届け出なければならない。

２ 前項の規定による届出をした者は、同項の厚生労働省令で定める事項に変更を生じた

ときは、変更の日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならな

い。その事業を休止し、又は廃止したときも、同様とする。

(特定給食施設における栄養管理)

第２１条 特定給食施設であって特別の栄養管理が必要なものとして厚生労働省令で定め

るところにより都道府県知事が指定するものの設置者は、当該特定給食施設に管理栄養

士を置かなければならない。

２ 前項に規定する特定給食施設以外の特定給食施設の設置者は、厚生労働省令で定める

ところにより、当該特定給食施設に栄養士又は管理栄養士を置くように努めなければな

らない。

３ 特定給食施設の設置者は、前２項に定めるもののほか、厚生労働省令で定める基準に

従って、適切な栄養管理を行わなければならない。



(指導及び助言)

第２２条 都道府県知事は、特定給食施設の設置者に対し、前条第１項又は第３項の規定

定による栄養管理の実施を確保するため必要があると認めるときは、当該栄養管理の実

施に関し必要な指導及び助言をすることができる。

(勧告及び命令)

第２３条 都道府県知事は、第２１条第１項の規定に違反して管理栄養士を置かず、若し

くは同条第３項の規定に違反して適切な栄養管理を行わず、又は正当な理由がなくて前

条の栄養管理をしない特定給食施設の設置者があるときは、当該特定給食施設の設置者

に対し、管理栄養士を置き、又は適切な栄養管理を行うよう勧告をすることができる。

２ 都道府県知事は、前項に規定する勧告を受けた特定給食施設の設置者が、正当な理由

がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該特定給食施設の設置者に対し、

その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

(立入検査等)

第２４条 都道府県知事は、第２１条第１項又は第３項の規定による栄養管理の実施を確

保するため必要があると認めるときは、特定給食施設の設置者若しくは管理者に対し、

その業務に関し報告をさせ、又は栄養指導員に、当該施設に立ち入り、業務の状況若し

くは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする栄養指導員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

第３７条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。

一 第２３条第２項又は第３２条第２項の規定に基づく命令に違反した者

二 第２６条第１項の規定に違反した者

第３８条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。

一 第２４条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対し

て答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者

二 第２７条第１項(第２９条第２項及び第３２条第３項において準用する場合を含

む。)の規定による検査又は収去を拒み、妨げ、又は忌避した者

第３９条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法

人又は人に対して各本条の刑を科する。



○健康増進法施行規則 (平成１５年厚生労働省令第８６号 同年５月１日施行)抜粋

(特定給食施設)

第５条 法第２０条第１項の厚生労働省令で定める施設は、継続的に１回１００食以上又

は１日２５０食以上の食事を供給する施設とする。

(特定給食施設の届出事項)

第６条 法第２０条第１項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 給食施設の名称及び所在地

二 給食施設の設置者の氏名及び住所(法人にあっては、給食施設の設置者の名称、主

たる事務所の所在地及び代表者の氏名)

三 給食施設の種類

四 給食の開始日又は開始予定日

五 一日の予定給食数及び各食ごとの予定給食数

六 管理栄養士及び栄養士の員数

(特別の栄養管理が必要な給食施設の指定)

第７条 法第２１条第１項の規定により都道府県知事が指定する施設は、次のとおりとす

る。

一 医学的な管理を必要とする者に食事を供給する特定給食施設であって、継続的に１

回３００食以上又は１日７５０食以上の食事を供給するもの

二 前号に掲げる特定給食施設以外の管理栄養士による特別な栄養管理を必要とする特

定給食施設であって、継続的に１回５００食以上又は１日１５００食以上の食事を供

給するもの

(特定給食施設における栄養士等)

第８条 法第２１条第２項の規定により栄養士又は管理栄養士を置くように努めなければ

ならない特定給食施設のうち、１回３００食又は１日７５０食以上の食事を供給するも

のの設置者は、当該施設に置かれる栄養士のうち少なくとも一人は管理栄養士であるよ

うに努めなければならない。

(栄養管理の基準)

第９条 法第２１条第３項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 当該特定給食施設を利用して食事の供給を受ける者(以下「利用者」という。)の身

体の状況、栄養状態、生活習慣等(以下「身体の状況等」という。)を定期的に把握し、

これらに基づき、適当な熱量及び栄養素の量を満たす食事の提供及びその品質管理を

行うとともに、これらの評価を行うよう努めること。

二 食事の献立は、身体の状況等のほか、利用者の日常の食事の摂取量、嗜好等に配慮

して作成するよう努めること。

三 献立表の掲示並びに熱量及びたんぱく質、脂質、食塩等の主な栄養成分の表示等に

より、利用者に対して、栄養に関する情報の提供を行うこと。

四 献立表その他必要な帳簿等を適正に作成し、当該施設に備え付けること。

五 衛生の管理については、食品衛生法(昭和２２年法律第２２３号)その他関係法令の

定めるところによること。


